イノベーションシステムの現代的展開
趣旨

過去数十年にわたり、経済社会に携わる人々の中には、様々な意味での「イノベーション」に対する関心が持続し、さらに高まりつつあるように見えます。80年代における日本経済の「成功」が、日本のイノベーションシステムや日本企業の製品開発体制、製造技術の蓄積に起因するものだという認識が広まって以降、90年代における情報通信技術の進歩とその浸透の過程を目の当たりにして、民間企業は言うまでもなく、地域や国の単位でさえもが、「競争力」を強化するためにイノベーションの活発化とイノベーション能力の強化に向けてやっきになっています。今や、「イノベーション」は企業の経営戦略から国家政策、さらには個々の労働者の職業選択にまで及ぶ一つのキーワードとなっているのです。

経済学、そして経営学もそのような状況とは無縁ではありません。イノベーションはかつてはシュンペーター理論の学理的な追求や経済成長に関係する諸分野、産業組織論の一部などで議論されていたに過ぎませんでした。しかし、いまや研究対象とイノベーションとの関連を論じない分野は──とりわけ経済現象の動学的な側面に関心を寄せる分野では──皆無といってもいいような状況です。こうした中で、知識管理論、知的財産制度の研究、産業組織論、中小企業論、産業集積論、経済地理学、技術管理論、研究開発戦略、生産管理論、会計学などなど、従来では考えにくかったような諸分野間の関連が見えてきています。

　これらの分野ではイノベーションが様々な切り口で論じられていますが、これら諸分野における「イノベーション」の取り扱い方は、必ずしも明瞭な概念化の土台の上に立脚するものとは言えないのが現状です。論者間による概念化の違いに基づく混乱はもとより、「イノベーション」、「革新」、「技術革新」など、これらの言葉で何を指し示すのかをはっきりさせることなく、あたかもマジックワードのような言葉の使い方がされているケースが少なくありません。

　このような概念上の混乱を解きほぐすための一つのキーワードは「知識と情報」であると、私たちは考えています。言い換えれば、イノベーションをめぐる問題の多様性は、「知識」と「情報」の多面的な性質とつかみ所のない奥深さとを反映したものということが出来るでしょう。従って、私たちに課せられている現在の課題は、イノベーション、知識、情報の多様な性質を発見し切り分け、対象とする現象には知識・情報のどのような性質が反映しているのか、を明確に論理化する作業ではないでしょうか。

　この作業は、もとより私たち全体での統一見解を見出すという性質のものではないことは明らかです。むしろ、知識や情報から現れる現象の諸相について突き詰めて考えていくことで、諸研究間の相違点と共通点とを明確化し、その上で改めて私たちが直面している現代という時代の特質について考えをめぐらすというものではないかと考えています。

　今回のセッションでは、このような状況認識の下に、特に日本における企業や政府の研究開発体制に焦点を当てて研究報告をいただき、イノベーションとそれに関連する知識や情報の様態について議論をしたいと思っています。

　周知のように、日本の産業の国際競争力の強化が官民挙げて叫ばれている今日、産業がイノベーションを継続するための体制とはいかなるものであるのかという問題が経済学にとっても重要な研究課題であることは言うまでもありません。このような状況の中にあって、過去から近い将来にわたる研究開発の現場における知識の生成、流通、利用の姿について議論することによって、「イノベーション」という概念と知識や情報の絡まりを解きほぐしていくきっかけが得られるのではないかと期待しています。
イノベーターとしての大学―
アメリカの歴史に見る可能性と限界
宮田由紀夫（大阪府立大学）

　自ら事業活動をしていない大学がイノベーションの担い手として社会に貢献するには、研究成果を企業に移転しなければならない。ここに大学発ベンチャー も含めた産学連携の重要性があるが、異なる組織へ技術・知識を移転するのは決して容易ではない。産学連携の先進国と言われるアメリカの歴史と現状から、 産学連携の持つ可能性と限界について考察する。特許をライセンスする以外の技術移転チャンネルの重要性、産学の研究者の密接な交流の重要性と利益相反問 題とのトレードオフ、機密保護と秘匿主義の問題、教員へのインセンティブ、産学連携のマクロ的経済的効果と大学にとってのミクロ的な利益などについて検 討し、わが国への政策含意についても考える。

第2種基礎研究－実用化につなぐ
研究開発の新しい考え方
内藤耕（産業技術総合研究所）
　現況下における高度化・多様化、かつ急速に変化する社会経済ニーズに対応するためには個別の科学的知識では限界があり、細分化された個々の知識領域を融 合していく研究が重要である。産業技術総合研究所では、未知現象より新たな知識の発見・解明を目指す研究を「第１種基礎研究」、経済・社会ニーズへ対応するために異なる分野の知識を幅広く選択、融合・適用する研究を「第２種基礎研究」と位置づけている。　産総研の全ての研究ユニットは、シナリオから派生する具体的な研究課題に分野の異なる研究者が幅広く参画できる総合的な体制の確立し、「第２種基礎研究」を軸に、「第１種基礎研究」から「開発」にいたる連続的な研究を「本格研究」として推進することを組織運営理念の中核に据え研究活動を実施している。本講演では産総研が推進している第2種基礎研究 
について報告する。
